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満洲國司法制度の素描
大　　野　實　　雄
　は　しが蓉
　満洲國（註→の司法制度は未だ完備の域には達してゐない。
從て今之に就て若干の研究を試みん、とするのも、之を其の生成
登展の過程に於て把握し槍討せんとするに止まる、謂は璽中問
報告的な紹介たるに過ぎ戯竜のではあるが、既に治外法権の撤
壌も實現せられ爾來着々と諸般の施設も整備せられつ㌧あ弧
制度の根本に於ては將來と錐大なる鍵革を來さぬことを断言し
得る。尤も何時如侮なる國家の司法制度と錐絶封不墾のものは
あむ得ない。寧ろそこにこそ我々は進化に封する期待を持ち得
るのであるが、試みに現在の満洲國の司法制度を概観しぬ思け
でも幾多の進歩的な且猫特の制度を其庭に見出し得て、藪十年
の齢を算へる我が司法制度と比較し、多くの示唆と興味とを酌
み取ることが出來るのである。
　唯新興狗立國であう複合民族よう成立する特殊事情の爲め
に司法制度の完備には倫相當の日子と努力とを要することは已
むを得ぬこと㌧しなければなら澱であらう。
駐一　満洲なる語の語源は清の太租の尊構「満住」が曼珠、文珠、満洲等の劃・音
　であるところから溝朝政府は之を嘲嚇教徒たる西藏人に勤し恰も文珠の化身の
　如ぐ思はしめんとし、西藏人も亦曼珠師利大皇帝と尊構したるに端を護し、之
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がその旗下の民族の名となり、更に地名としての満洲に韓誰したものと謂はれ
てゐるぐ和田日出吉編「年刊満洲」康徳八年版二一頁、長輿善郎著「大帝康煕」
皓波新書）三六頁等）。
　建國前の司法制度の概況
　満洲建國前支那は奮殻を脱し全面的に機構改革を行ひ不畢等
條約の挫桔を去む領事裁到権を撤屡して孚植民地的窮地よ蚤脆
却せんと試みて、所謂鍵法自彊策を樹て其の線に澹ひ光緒三十
三年憲政編査館及び修訂法律館を設置し、日本及び西欧先進諸
國よう斯界の椹威を招聴し、以て法典編纂の大事業に着手しブ～
のであるが、清朝の滅亡後民國の勃興するに及び更に一段と拍
車をかけられ、民國二十年（昭和六年）迄には大膿に於て重要
なる司法々規の制定公布を見るに至つたのである。
　司法制度の根幹を爲す我が裁判所構成法に該當する法院編制
法竜宣統元年（明治四十二年）翫に制定せられ民國四年（大正
四年）の改正を経て満洲建國前に及んだのである。此の外東省
特別匠法院編制條例も制定せられたのであるが、これらの制度
は我が裁到所構成法を母法とし四級三審制を探用し、形式的に
は先進諸國の法制に比較して必ずしも遜色を認められざるもの
ではあつブ～が、建國前に於ける薔政権の腐敗は軍権及び行政椹
の践雇するに委せられた爲め、形式的には立涙な司法制度であ
つたけれども、實質的精紳的には擬装近代的の一語に鑑きるも
のにして極端なる腐敗堕落を呈し、軍閥に於て司法官の任免権
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を掌握しぬ、め司法官の漬職、責官の弊風を惹起し、講負制度
の悪風は聴舎其の他の物的設備にも波及し特に監獄等の施設に
至つては荒磨の極に達してゐたやうである。これら弊害の因て
i來れる原因は固よ今奮政灌の腐敗堕落が主要なる一因を爲して
ゐブ～ので汐）らうけれども。特殊の民族性に登する長年の因習が
司法官そのもの㌧素質を極端に低下せしめてゐプ～こと、適當な
る指導者のなか今しこと及び縣長等の行政官をして司法事務の
一部を澹當せしめてゐたこと等も重要なる原因として見逃し難
いものであらう。更に叉司法牧入を以て司法経費に充當してゐ
たこと等も如上の弊風を醸成しプ～一の重要なる原因に数へられ
てゐる。
　建國後に於てこれらの弊風の改善施設の整備を如何にして噺
行するかの問題は．當時の瀧洲國司法部に取つては確かに最も
大きな問題であつたらうと思はれる。而して之が改善整備に就
ては、第一に三権分立の大原則を宣揚して司法擢の濁立を縄封
に確保すること隔第二に私入の濫用、責官の弊風を徹底的に排
撃して司法の威信を擁護すること、第三に物的施設の整備籏充、
人材の養成訓練、司法機關の改組及び法規の整備に全力を傾注
するζと等が急速に實現せられねばならなかつ血のである。
建國後現在迄の闘法翻度整備の経愚
これに就て詳論することは本稿の目的ではなく又徒に冗長
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に失すること故、鼓には輩にその概要を述べて置くに止め度
いQ（註一）
　建國後暫行援用從前法令之件なる教令に依て、満洲國に承繊
せられた審到制度の外廓は、清の光緒三十二年十月二十七日の
「大理院審到編制法」に振つてゐたものであう、之に基く四級三
審制として、大理院、高等審到庭、地方審到庭、獄講局の各裁
i判所があつた。
　然るに宣統二＝年に大理院審到編制法ば「法院編制法」に改編
せられた爲、建國後の審判機關としては、この法院編制法に依
う修正せられたるものが承繊せられたわけである。
　之に依れば、地方法院、高等法院及最高法院の三種となる
が、此の地方法院には地方庭と簡易庭とがあ飢後者が匠裁到
所の機能を果してゐブ～のであつブ～。而して當時も地方法院の第
一審は総て軍狗制の蜀任推事に依て審到せられてゐ尤のであ
る。又地方法院分庭は、暫行各縣地方分庭組織法に依て設けら
れブ～ものであ弧凡て濁任制で第二審を取扱はなかつた。
　以上の正系法院の外に、所謂簡易庭が地方法院に併合せられ
た爲に生じた事賞上の不便を救濟する爲めに、民國三年以後屡
々法令を登布して縣公署に墾則的なる審到機關を附設しブ～ので
あるが、之も亦建國後に承縫せられたのである。此の礎則的審
鋼機關としては（イ）民國六年の「縣司法公署組織章程」に依）
比較的重要なる縣に設けられた「縣司法公署」と、（・）民國三
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年の「縣知事兼理司法事務暫行條例」に依弧しかく重要なら
ざる縣に設置せられぬ「兼理司法縣公署」と、（ハ）民國十九年
の「熱河省各縣承審庭暫行規程」に依り熱河省に特設せられた
「承審虎」との三種があつた。
　荷特別地域に於ける審判機關にして、建國後に承繊せられぬ
るものに、（イ）北満特別旺に於ける審到機關と、（・）興安四省
に於ける審興機關とがあつた。前者は奉天省政府が民國九年實
力を以て露國よム北満特別匠の司法権を同牧し、同年十月公布
しプ～る「東省特別匠法院編制條例」に基くものであう、建國後
はこの東省特別匝なる名稻が、北満特別湿と改稔せられ、北鐵
附麗地内の赤系露人及満洲國に蹄化せる自系露人の裁到を行つ
てゐたのである。後者はその佳民が蒙古民族であるために、民
國元年三月一日の援用令と大同元年三月九日の援用令とによ蚤
二重に援用せらる＼前清時代の法令に依り設けられてゐたもの
であるが、建國後に於ても民度、風習、事件の態様、交遙その
他の關係上一様に改組するは術早な蚤と認めた結果大同二年十
月五日致令第八一號を以て「興安省庭理司法事務暫行辮法」が
制定せられて以來、第一審を縣又は旗公署の審鋼庭に於て・第
二審を省公署の審到庭に於て、第三審を最高法院に於て行ふこ
と＼なつたのである。
　更に康徳四年十二月一日を期して行はれブ～治外法権の腰撤（註
二）に付ても、殊に其の噺行に至る迄の経過等に關して幾多重要
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なる問題を含んでゐるのであるが、本稿と直接の關係なき故、
特に必要なる部分に就てのみ後述の當該箇所に於て鯛る㌧こと
とし玄玄には一切省略すること㌧したい。
　註一　司法制変の整備改善の維過に就ては「年刊満洲」前掲六四頁以下、司法部
　編「満洲帝國司法要覧」（第五次）三九頁以下、及瀧川政次郎氏「蒲洲國司法制
　度の現在及び將來」法律時報第七巻第七號参照。
　註二　治外法椹撤慶に就ては國務院総務臨弘報庭篇纂「治外法構撤慶讃本」司法
　行政篇、総務駿i情報虚編纂「領事裁判樫の轍駿に關する司法部の整備概況」、外
　務省情報部編「浦洲讃本」五七頁以下、長島毅外二氏「満洲國硯察談」（法曹會
　難誌第十五巻第九號六一頁以下〉等滲照。
　現行司法翻度の概要
　満洲國に於ける現行司法制度に就ては、我が司法制度と比較
封照して種々なる黒占に於て差異の存することを見出すのである
が、其の詳細に就ては後述するところに譲鉱先づ満洲國司法
部の組織の概要を述べ、次に各法院の組織権限を概観し、更に
司法官の任用、其の地位及び民刑訴訟手績に於ける特異性等に
就て考察するのを便宜とする故、以下大膿此の順序を追ふて観
察を試みてゆくこと＼する。
　第一　司法部の組織
　満洲國は康徳元年三月一日帝政實施によめ立憲君主制を確立
し、前にも言及したる如く立法、司法、行政の三権分立制を探
用してゐることは言ふ迄もない。立法機關たる立法院は未だ其
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の組織に關する法律が制定せられの爲事實上墾議府が之を代行
してゐるが、司法機關としては法院が、行政機關としては國務
院が夫々設置せられてゐる。司法部は此の國務院（鍵一）の一部
として司法に關する諸般の行政事務を掌理する爲に設けられ、
司法部大臣（駐二）は法院、槍察磨及び監獄を監督し、民事、刑
事、行刑、非訟事件、民籍、地籍其の他司法行政に關する諸般
の1製頁を掌理してゐる。
　註一　國務院は最高の中央行政機關であり、之には総務魔七塵（官房、企壷塵、
　法制腱、人事庭、主計麓、統計塵、弘報慮、地方慮）外局二局（興安局及ぴ外
　務局）、行政三部6治安部、民生部、司法部）、経濟三部（興農部、経濟部、交通
　部〉がその直裁下に置かれてゐる。
　駐二　組織法第二六、第ゴ七傑、法院組織法第一一五條滲照。
　司法部はその成立當初に於ては総務司、法務司、行刑司の三
司に分れてゐたのであるが、法務司は事務の増繁の爲康徳元年
三月一五日勅令第二十一號を以て民事司及び刑事司の二司に分
割され、康徳三年六月九日には司法部大臣の輔佐機關として司
法部次長なる制度が新設されブ2。次で康徳四年七月一日よウ國
務院各蔀官制が全面的に改革せられ総務司は大臣官房と改稽さ
れるに至め、更に監獄作業が特別會計となつた爲行刑司を三科
に分ち、康徳五年六月三十日からは荊事司に思想に關する一科
がi新設せられ同司は槍陣察、法務、思想の三科に分れること㌧：な
弧樹部務に滲書し、特に命ぜられたる事項を掌る滲事官並に
大臣の命を受け機密事項を掌る秘書官が夫々設けられてゐる。
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此の外職員養成機關として中央及地方司法職員訓練所及刑務官
訓練所等がある。便宜上之を圖解すれば下の如くなる。
　　　　　　　　　　　　司　　　　　　　　　次大法　　　　　　　　　長臣部
ー??????? 「??ー???｝??????? ????? ー??ー? ???? ーー? ??（ ???ー??ー
　司法部に於ける大臣、次長、司長等のポストを日系若くは満
系の何れの官吏を以て充つべきやは重要にして且困難なる問題
であると謂はねばならのが、司法部も亦大臣は満系を以て、次
長は日系を以て充て、司長以下には日系官吏も満系官吏も存す
るやうである。康徳六年十二月現在調査（註→に依れば司法部
職員定員二百五十五名中、日系官吏は百五十六名、満系官吏は
九十九名となつてゐる。日系官吏が総て新進の優秀者を以て充
てられてゐることは特に注目に値するものがあると思ふ（註二）。
　爾康徳七年度の司法部一般會計歳入歳出豫算の総計は前者が
一三三、七八二圓後者が一三、三六三、二二八圓となつてゐる。
　註一　これらの敷字は総て前掲司法要覧に振つたものであるQ
　註二　牧健二博士も満洲帝國の成立嚢展に謝する日本の援助は、永久的に善隣の
　關係にある友邦を有つが爲の努力でなければならぬ、之が爲には日本政府や軍
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部の善良なる意圖の存在を必要とする外、特に満洲國の爲に鑑すところの目本
人官吏の誠意にまつところ大なるものありとせられ、その人物選任に付き、前
途の見透しをつけうる識見あ．り、手腕あり、徳望ある人物を要すとし、日本政
府や軍部の干渉を恐れず勇敢に眞の建設作業を爲さしむべく、古手官吏に依り
日本官界の流弊が輪をかけて輸入せちる」如きことのながらんことを希望する
旨夙に張調せられてゐる（法學論叢第三＋一巻八O頁）。
　第二　各法院の組織権限
　我が裁鋼所構成法に該嘗する法院組織法は康徳三年（昭和十
一年）一月四ほ勅令（註一）第一號を以て公布（璽轟驚畿）、同年六
月勅令第八五號に依う浦洲國司法記念日たる同年七月一日より
施行せられたものであう、法院組織法施行法は同年五月二十一・
日勅令第六七號を以て公布、前掲勅令第八五號に依う之亦同年
七月一日よう實施せられたるものである。
　建國直後よう右爾法の制定施行に至る迄の問は、建國直後の
立法たる大同元年（昭和七年）三月一日教令第三號「暫ク從前
ノ法令ヲ援用スノyノ件」（註二）第一條「從前施行セノレ法令ハ建國
ノ主旨國情及法令二犠鰯セサノン條項二限り一律二之ヲ援用ス」
る旨定められ、之に依う民國當時の法制が其の儘行はれてゐた
のである。帥ち正系法院としては、前述宣統元年に公布せられ
たる「法院編制法」に依るものと「北満特別匠法院編制條例」
に依るものとの二種の法院があ外礎則的法院としては、右の
教令第三號に依う援用せらる㌧建國前の諸法令に基き設置せら
繊る綱法公署（幾灘鑓弩雛）、兼胴法縣公矧難霧潔
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理砦警努）、奮熱河省内に於ける各承審慮機羅箆譲懸馨智肇募行）、及び
奮吉林省内の承審署幡婁砦警讐）、並に興安各省に於ける省公署
審到庭、縣旗公署審到庭等の五種の審到機關があう、これらの
機關が法院の職務を捲當庭理して來たわけである。
　然るに前掲法院組織法が満洲國に於ける法典編纂の最初の成
果として康徳三年に帝國組織法第三十一條に基き制定公布せら
る＼に及び、これら從前の法院並に審判機關は新らしき組織に
改編せらる㌧こと＼な鉱鼓に現行司法制度の確立が行はれぬ
のである（註三）。而して現行法院組織法は前にも一言したる如く
四級三審制を原則とし、最高法院、高等法院、地方法院及ぴ匿
法院の四種の法院を定めてゐる故に、次にこれらの各法院に就
て其の組織と権限の概要を槍討してみること＼しよう。
　誌一　法院組織法カミ勅令を以て定めちれてゐることは一見奇異の感を抱ぐが、こ
　れは帝國組織法第三十六傑演「皇帝ハ嘗分ノ問滲議府ノ諮絢ヲ経テ法律ト同一
　ノ敷力ヲ有スル勅令ヲ爽布シ云々」と規定せるに基くものであり、前蓮の如く
　未だ立法院の組織を見ざるに因るものである・從て嘗分の間は狗り本法に限ら
　ず立法院帥ち議會の協賛なくして法律と同一の敷力を有する勅令が制定せちれ
　法律に代行してゆくわけである・雌の黙所謂全椹法に因る行政の優越化とは全
　くその趣旨を異にするものである。
　註二　同教令は其の第四條に依り大同元年三月五日よ9施行された。
　註三　司法制度の根幹確立と共に若くは之に次で屡々改組が行はれて來でゐるQ
　即ち（イ）康徳三年七月一日法院組織法實施と同時に行はれたる並系法院の第
　一次改組は
　（1）　一高等法院二省管轄を原則とし、高等法院の設置なき省公署所在地（黒
　　河省を除く）には高等法院分庭を設置すること
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（2）　從前の地方法院及び其の分庭所在地には概ねi新法院組織法に嫁る地方法
院及び其の分庭を設置すること
（3）　地方法院及び其の分庭所在地には匠法院を設置すること
（4）　北満特別匠なる特殊匿域制度は之を慶止すること
（5）　縣司法機關及び興安各省の司法機關は翌年度以降に於て改組すること
等を虫眼としたものであり次で
（ロ）　翌康徳四年に行はれたる第二次改組はi攣剣的司法機關た番縣旗司法機闘
の改組であり、豫算の關係上四箇年計劃となつたものであるボ其の骨子は
d）重黙主義に依り外國人の最も多ぐ居住する地方、鐵濫澹線の重要都市、
近き將來に於て人口の急激なる登展を豫想せちる」地方及び事件数の多砦地
方の攣則的司法機關を改組すること
之により同年九月一日を以て司法公署一〇、蕪理司法縣公署三五、承審麗五、
縣旗審判庭五の合計五五縣旗を改組して匪法院及び同検察磨各四〇を新設し
た○
（2）地方法院の管轄匪域を建國後の情勢の攣化に鷹じて合理化したること
之に依り開原、海龍、遼源、呼蘭、海倫、依蘭、笄泉の七地方法院及同檎察
騰を凄止し・、四亭、黒山、赤峰、牡丹江、佳木斯、克山、黒河、海拉爾、孔
蘭屯、通遼、開魯の＋一箇所に地方法院及同繍察晦を設置し、伺興安各省の
地方法院所在地並に新設の通化、牡丹江爾省公署所在地にも高警法院分庭及
び同検察晦分庭をメ曾設・したo
（ハ）　第三次の改組は康徳五年度に於て行はれたが其の要貼は
く1）　同年九月一日迄に縣司法公署蕪理司法縣公署二〇、承審塵四、省外蒙旗
二合計三〇縣旗を改組し、匿法院及び同検察臨各二〇、地方法院分庭及び同
検察晦分庭各七をi新設したこと
く2）　同年十月新京の中央法衙開聴に件ひ從來の吉林高等法院及び同槍察磨を
駿止して新京高等法院及び同検察靡を新設したこと
等である。
く二）第四次改組は翌康徳六年に行はれた。其の要貼は
《1）　同年九月一日を以て黒河省の各縣を除き重黙主義により、司法公署五、
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　　兼理司法縣公署二四、承審虎四、省外蒙旗コ合計三五縣旗を改組し、匿法院
　　及び同槍察晦各二八、地方法院分庭及び同検察聴分庭各七を新設したること
　　（2）満ソ國境地域に於ける國防強化の積極的途行に印慮して、同年六月六日
　　牡丹江高等法院及び同検察鹿を新設し・、三江省、牡丹江省、鵬島省及び東安
　　省を管轄せしめた。
　　樹北安省と黒河省とを吟爾濱高等法院及び同検察廉の管轄下に攣更し、其の
　　分庭を克山に設置したこと
　等が1墾げら取・るo
　　（ホ）　最後に康徳七年度以降の改組に就てであるがこの年は前掲四箇年計劃の
　　完了する年ではあるけれども種々困難なる事情も存するためか同年及康徳八
　　年に於ても樹若干の改組未了部分を残す模様である。
　一最高法院
　最高法院は謂ふまでもなく満洲國に於ける最上級審たる裁判
所であつて我が大審院に該當する法院である。新京特別市に設
置せられてゐる。
　最高法院には民事庭と刑事庭とを設け（篶璽量條）、庭は審到官
五人を以て之を組織し其の一人が審到長となる裡蟹）。民事庭及
ぴ刑事庭の藪（註→は司法部大臣に於て之を定めること㌧なつ
てゐる（蟹末）。各庭には庭長を置き、庭長が原則として審判長と
爲るのであるが、支障あるときは資深（上席）庭員が審到長と爲
る、禽最高法院長及次長は庭長となることになつてゐる（菱羅）。
審到官の奇数制を探用したのは各國の立法例に倣つたものであ
わ合議に過宰歎制を探用してゐる建前上當然のことである（箸西
傑）。開庭に關しては通常庭と聯合庭とがあり・共に法院内に於
現行司法制度の概要 13
て行ふ（釜覆）、聯合庭には民事庭又は刑事庭の全員を以て組織す
る揚合と民事庭及刑事庭の杢員を以て組織する揚合とが凌）る。
當該事件を捲任する庭の請求に基き事件の性質に從ひ何れに依
るかを院長に於て決定する（笙覆）。聯合庭の審到は組織員の三分
の二以上萢庭するに非ざれば之を行ふことは出來ない、審到長
には院長若くは資深審到員が當る（箋農）。我が法制に於けると同
様聯合部の構成は必ずしも奇藪たることを要しないわけである。
最高法院には最高槍察磨を封置されてゐる（覆四）。
最高法院の事物管轄は一審且終審として大逆罪（型発譲）に該る刑
事訴訟事件を管轄する（筆藤）。裁到の促進機能と権威師ち大逆罪
に付て國家意思の異る表現の防止とに重黙を置くが爲に外なら
の。終審としては高等法院の鋼決、地方法院の第一審興決に封
する上告事件、高等法院の第一審叉は第二審としてなしプ～る到
決以外の裁鋼に甥する抗告事件、地方法院の爲しブ～る上告却下
の裁定に封する抗告事件等を管轄する（笑藤）。最高法院が絡審
として爲したる裁到にして法令の解繹を宣示したるものは當該
事件に付下級審を轟束する嶢羨）ことは法律審として當然であ
る。
　最高槍察鷹は最高法院の管轄に属する事件の範園内に於て偵
査及公訴の實行刑事裁到の執行指揮並に其の池法令の定むる事
項（綾二）を管掌する。捜査権の強化と豫審制度を探用してゐな
いことは満洲國に於ける刑事訴訟の一大特色を爲してゐる。術
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最高法院にも治安庭を設け（昏驚琴輩吾旦義二）、思想事件等の終審
を管轄せしめてゐるが、治安庭に就ては高等法院の項に於て詳
述すること㌧しブ～い。
　因に最高法院に於ける破殿率に就て観るに、民事々件に於て
康徳元年度には二三・七％、康徳二年度には二五％を示し、刑
事々件に於ては當初七割位の高率を示してゐたが、最近に至ウ
三四割程度に至つたもの㌧如くであるが、何れにしても著しい
高率を示してゐるわけである。最高法院の方針としては、民事
事件に關しては大局から見て事案の眞相を把握してさへ居れば
劉決の構成に多少の歓黙があつても成るべく破殿しない方針を
探つて居う、刑事々件に關しても實質的R事實誤認なしと認め
らる＼案件に鍔しては、縦令法律違背の存する場合でも、夫れ
が上告理由になつてゐない限め成るべく破殿しない方針を探つ
てゐるとのことであるが、敏上の比率は注目に値するものがあ
ると謂はなければなるまい。其の根本の原因は満系司法官が謹
擦調に習熟せず且之を怠る傾向があつた爲めではないかとされ
てゐる。實務の指導等に際して容易なら澱苦心を要することが
之k依ても窺知し得るわけである。
　註一　現在のところ民事が三部、刑事が二部設けちれ”てゐる由である〇
　二高等法院
　高等法院は我が控訴院に該當するもので、新京、奉天、吟爾
濱、牡丹江、錦州、齊々吟爾の六ケ所に設置されてゐる。街高
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等法院の事務の一部を塵理せしむる爲、司法部大臣は高等法院
の管轄匿域内の地方法院に高等法院分庭を設置することが出來
る（簑五）。分庭の事務を常時慮理せしむる爲に、之を設置し血る
法院叉は近都法院の審到官を用ひることが能きるやうになつて
ゐる。分庭の設置されてゐる地方法院は安東、通化、承徳、通遼、
開魯、海拉爾、乱蘭屯、克山、佳木斯、延吉の十ケ所である◎
　各高等法院管下の地方法院を列墨すれば次の如くなる。
（1）　i新京高等法院管内
　新京地方法院及吉林地方法院
（2）奉天高等法院管内
　奉天、遼陽、撫順、鐵嶺、四李（奮稽四孕街）、醤口、西安、
　瓦房店、安東、通化、通遼、開魯の十二地方法院
（3）　吟爾濱高等法院管内
　吟爾濱、緩化、克山、黒河の四地方法院
（4）　牡丹江高等法院管内
　牡丹江、延吉、佳木斯の三地方法院
（5）錦州高等法院管内
　錦州、黒山、承徳、赤峰の四地方法院
（6）　齊々陰爾高等法院管内
齊々吟爾、挑南、孔蘭屯、海拉爾の四地方法院
分庭は高等法院の権限に属する事件の中第三審を除く外は杢
く高等法院と同一の灌限を有する。高等法院の配置藪は諸外國
16 満洲國司法制庚の素描
は勿論我國の控訴院と比較しても未だ十分とは謂はれない。
　高等法院にも民事庭と刑事庭とが設けられる、庭は審判官三
入を以て組織しその一人が審到長と爲る、術各高等法院に設く
べき庭の藪は司法部大臣が之を定めることになつてゐる（箋葎）。
各庭に庭長を置き、庭長が原則として審判長と爲る（簗蓋）こと
も最高法院の揚合と同じである。開庭に付ては聯合庭の規定は
存しない。併し、高等法院が絡審として爲し弛る裁到にして、
法令の解繹を宣示したるものは、當該事件に付下級審を羅束す
る（翻。
　高等法院には高等槍察臆が封置されてゐることは言ふまでも
ない（覆四）。
　高等法院の事物管轄としては、三種を墨げることが出來る。
其の一は第一審としての管轄であう、内飢罪、背叛罪、國交危
害罪、軍機保護法の罪中重罪に該る罪、暫行懲治叛徒法の罪の
刑事訴訟事件の第一審を管轄することになつてゐる（笙藤）。而し
て康徳五年勅令第百一號「治安庭ノ設置並二之二件フ特別手績
二開スノレ件」第一條に依れば、厳上の事件は所謂治安事件とし
て、高等法院に特設せらる＼治安庭に於て審到せられるのであ
る。而して’前述の如く最高法院に竜亦治安庭が設けられて居
う、右高等法院治安庭の到決に封する上告事件、高等法院治安
庭の爲したる鋼決以外の裁剣に封する抗告事件を庭理すること
になつてゐるのであるが、敏上治安事件中犯罪の態様、地方の
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情勢その他の事情に因う治安維持上特に重要にして且急速に庭
置することを要する事件に關しては、一審制を採用し且裁剣の
機動性を登揮せしむる必要がある爲、康徳八年八月二十五日勅
令第二百二號を以て前記「治安庭ノ設置並二之二件7特別手績
二關スノン件」を改正し、改正第二條に於て、高等法院に特別治
安庭を設け、斯かる事件を第一審且終審として庭理せしむるこ
と、なつブ～。（謎→
　次に高等法院は第二審として、地方法院の第一審到決に封す
る控訴事件、地方法院の第一審として爲したる判決以外の裁判
に封する抗告事件中最高法院の管轄に属するものを除きたる杢
部を取扱ふ（箋撮）。
終審として、地方法院の第二審到決及匿法院の到決に封する上
告事件（註二）、地方法院の第二審として爲しぬる到決以外の裁判
に封する抗告事件、匠法院の爲しプ～る上告却下の裁定に封する
抗告事件を管轄する（箋羨）。
　樹以上の外「覆興暫行條例」に基き、縣司法機開の爲したる
刑事々件の判決に封する覆到、暫行懲治叛徒法に依ム地方法院
及縣司法機關の爲しぬる事件に關する核准（認可〉等をも高等
法院に於て取扱ふことになつてゐる。
　謎一　この黙に關する文献として、藤井勝三、「治安定ノ設置並二之二件フ特別手
　績晶關スル件」改並に就て、法曹雑誌第八巻第一〇號一九頁以下。
　謎二　高等法院相互問に於て若くは最高法院との間に於て、法令の解澤に闘し意
　見を異にし相異る裁判を爲す虞もあるが故に、か製る揚合は解繹の統一を期す
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る爲に最高法院に移途する必要がる（民事訴訟法第四二〇條参照）。法令の解繹
統一の爲には凡ての技徳的困難と不便とを克服しなけれぱなちぬ。
　三地方法院
　地方法院は我が地方裁到所に該當する法院であ鉱i其の設置
せらる㌧都市は前に高等法院の土地管轄の箇所に於て列・撃した
各地である。これ亦決して十分の歎とは謂はれ澱が、將來は次
第に増設されることが豫想される。
　地方法院にも民事庭及刑事庭が設けられ、庭は三人の審到官
を以て組織する奇歎合議膿であ弧審到官の一人、多くの揚合
庭長、が審到長となること、各地方法院に設けらる＼庭の藪は
司法部大臣に於て之を定むること、最高法院、高等法院の揚合
と同じである（篶踏綾）が、我が法制と比較して異る重要なる
差異は厳上の合議庭は、民刑とも第二審事件を審到する揚合の
みに限られ傷三垂條）、第一審事件の審到にはすべて軍濁制を探
用してゐる（纂茎籍）黙である。
　箪濁制と合議制との長短（註→は古くよう論雫せられブ～所で
はあるが、我が國に於ける現歌よう観ても、地方裁到所が総て
の事件に付て合議制を張ひらる㌧ことは、裁到の能率の上から
観るも、又國家経濟上よウ観るも杢く蛋膣制的であ弧何れ近
き將來に於て之が改革を噺行することが望ましいのであるが、
満洲國に於ける此の制度の採用の結果は必ずや好成績を牧め居
ること㌧才佳測される。
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　地方法院の事物管轄は、民事々件の第一審として、旺法院の
管轄に属せざる訴訟事件、破産事件を取扱ひ、刑事々件の第一・
審として、重罪に該る事件、輕罪中情節繁雑なる事件にして禁
鋼以上の刑に該る事件、匠法院の爲したる上告却下の裁定に謁
する抗告事件を虞理してゐる（箋養）。衣に第二審としては、匿法
院の判決に封する控訴事伴、匠法院の鋼決以外の裁到に封する
抗告事件但し高等法院の管轄に厨するものを除きたる杢部を取
撚（筆疑）。
　司法部大臣は、地方法院の事務の一部を庭理せしむる爲、必
要なる地方には部令を以て、地方法院分庭を設置することが出
來る（覆五）が、分庭は殺L第一審事件を取扱ふに止ま飢第二
審事件を取扱ふ権限は之を與へられてゐない
　地方法院分庭の設置せらる㌧都市を省別に列墨すれば次の蓮
うである。（括弧内は分庭の設置せらる㌧都市とす）
　吉林省（公主嶺、磐石、樺旬、敦化、楡樹、扶鯨）
　奉天省く海城、蓋雫、本漢湖、興京、束豊、西豊、開原、昌
　　圖、；鄭家屯、法庫）
　安東省（荘河、舳岩、鳳城、寛旬、桓仁）
　通化省（臨江、長白、輝南）
　濱江省（呼蘭、巴彦、木蘭、賓州、珠河、五常、肇東）
龍江省（大賛、訥河）
問島省（琿春）
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三江省（富錦、依蘭、通河）
錦州省（義州、阜新）
熱河省（凌源、青龍、豊寧、園場）
興安北省（満洲里）
東安省（密山）
北安省（海倫、拝泉）
興安南省（王爺廟）
註一　フランスに於ける此の黙の論箏に付、拙稿「佛國司法制度と法廷の秩序維
持に就て」（司法研究報告書第二八輯四）一〇〇頁参照o爾我國に於ても、職時
　髄制下特に此の黙の改革の購行が期待されなけれぱならぬと考へる。
　四　匠法院
　匿法院は我が遜裁到所に該當する。最高法院、高等法院、同
分庭、地方法院及同分庭の各所在地には必ず旺法院及匠槍察磨
が設けられてゐるが、右の揚所以外にも．比較的重要：なる地には
旺法院が設置せられて居り、これらの総藪は現在一二五箇所で
ある。（註司
匿法院は総て輩猫の審判官を以て組織する（筆蟻）。審到官二人
以上存する匠法院には監督審到官が置かれる（篠＋）、又匠法院に
匠槍察磨が封置されること勿論である（覆四）。
　匠法院の事物管轄は、民事々件の第一審として、訴訟物の債
額二千圓を超過せざる訴訟事件、建物の賃貸借關係に基く訴訟
事件．占有権に基く訴訟事件を管轄する（箸藤）外、法律に別段
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の規定ある場合を除き非訟事件をも管轄する（箋雇）。非訟事件と
しては登記、調停、公謹、張制執行等が旺法院の管轄の下に置
かれてゐるが、登記に就ては、地籍整理完了次第、共の地域の
不動産に關する登記事務は不動産登録法に墓く登録官署に移管
されることになつて居弧既に若干引縫を終へた地方も存する
やうである。刑事々件に付ては、他の法院の管轄に属せざる刑
事訴訟事件の第一審を取扱ふ（笙露）。
　樹’旺法院分所は、登記事務の一部を庭理する爲設けられる
（醤藤）、登記事務は高等官試補及書記官をして之を庭理せしめ得
る（箋震）ことになつてゐるが、實際上の便宜を考慮しての規定
であり其の人を得らる＼に於ては十分の敷果が墨ること㌧思
ふ。
註一　匠法院の数は我が匿裁判所の二八三に比較すれぱ地域廣大なる満洲國とし
ては決して＋分ではない。巡同調停制魔の設けられたのも、一面跳の結果であ
ることを見蓬すわけには行かぬQ
　五鯨論
　以上を以て正系法院の組織並に其の権限の概要を説蓮した課
であるが、これら正系法院の外に前にも述べた如く墾則的司法
機關が、未だ改組せられずして、若干残存してゐる（註→ので
あるが、これは一日も速かに正系法院に改組し以て司法構の統
一を圖らねばならの。
　扱て、滴洲國の法院組織法を通覧するに、同法には、法廷に
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於ける用語に關して何等規定する所がない。これは同國の國惰
に徴し、一定の用語に統一することを困難とする事情がある爲
であらう。從て、法廷に於ける審理の實際に於ては、一々通課
を附することの煩難と緩漫との結果、裁到する者も裁判される
者も共に　からざる不便不自由を怨ばねばなら澱ことであら
う。此の黒占は日満司法事務共助に就ても同じである（註二）が、
行く行くは矢張め日本語を標準語として採用するを最も適當と
するであらうことを確く信ずる次第である（註鈎。
　濁う法廷に於ける審理の際のみ篭こ限らず、日系審到官と満系
審到官とを以て構成する庭の合議などの場合にも非常なる不便
を戚ずるであらうし、書類の用語に就ても同じことが言ひ得る
のではないかと思ふ。
　謎一　康徳六年＋二月現在の調査に於て、この鍵則的司法機關たる兼理司法縣公
　署が一三、縣旗審判署が二〇、縣承審虎が一つ残存してゐる。（司法要覧七二頁
　に振る）
　註二　衛成志氏、満日司法事務共助法に就て（日本國に封する希望）法曹會雑誌
　第十七巻第八號滲照Q
謎；三　此の問題は相當大きい問題であり、種々議論を生じやう、小野清一郎教授
　は満洲國言語は結局丈那語に外ならぬが、今日の事態に於てその法律的意義は
　結局未決定の問題とされてゐる（法學評論下巻、満洲國の司法制度、三六三頁
　以下）
　又日本語を標準語として探用することは大東亜共榮圏の盟主としての日本の地
　位に鑑み當然のこと』信ずる次第であるが、醗つて現在の日本語の不統一と複
　難きとに想到するとき、標準日本語の制定と謂ふか兎に角日本語自盤の統制が
　喫緊の急務であると信ずるQ目下の如き歌態では到底同文同種殊に同文など』
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は謂ひ得ぬのではないかと思ふ。このことは濁り満洲國との關係に於てのみな
らず、他の共榮圏内諸國との關係に付ても愼重に考慮すべきことであると思
。ふQ
　第三　司法官と其の任用、地位及養成
　こ＼に謂ふ司法官は、審到官と槍察官とを併稽するのである
が、之に關聯して文官令の用例に從ひ執行官、書記官、刑務官
共の他に就ても若干論及するであらう。
　一　審判官
　満洲國の審判官たる資格は、（一〉司法科高等官適格考試叉は
審到官及槍察官たるべき司法科高等官登格考試に及格しぬる
：者、（二）薦任官たる司法部高等官執行官書記官及刑務官を審到
官及槍察官に任用する爲の考試に及格したる者、（三）教授、致
官又は薦任官喪る助致授として建國大學、新京法政大學、國立
大學吟爾濱學院叉は中央司法職員訓練所に於て三年以上法律學
の講義を捲任したる者、（四）律師として五年以上實務に從事し
ブ～る者、（五）外國に於て審判官叉は槍察官プ～う得べき資格を有
する者たること等である（鍵璽翁傑）。年齢の制限に付ての規定は
ない。（一）の考試に關する事項は別に勅令を以て定むること曳
なつて居め、康徳三年五月二十一H勅令第六十九號司法考試令
が公布されたのであつたが、この勅令は康徳五年五月七日勅令
第九十五號文官令第百十七條に依今磨止された。從て爾後は右
文官令及同令と同日院令第十二號を以て公布されブZ文官考試規
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程の定むるところに從ふこと＼なつた鐸である。之に依れば、
文官考試に高等官考試と委任官考試との二種あり、高等官考試
は更に分れて、資格考試（謎一）探用考試（註二）適格考試（註罠）登格
考試（註四）の四種となつて居う、後二者は更に行政科と司法科の
二科に分れてゐる。この司法科高等官適格考試及登格考試に及
格したる者が（一）の資格者ブ～るわけである。（五）の外國には日
本が含まれること勿論である。
註一資格考試に於ては基礎的學術に關する考査を行ふ・高等官費格考試を受く
　るには（イ）大學卒業程度以上の學力ありと國家に於て認定叉は検定せられたる
者たるか（・）國務総理大臣の指定する機關よ9推薦せられたる者たることを要
する。學術考査は筆記に依り下記の科目に付て行はれる。
必須科目
基本法、行政法又は民法、経済學、東洋史、語學、常識
選揮科目　（二科目）
哲學概論、世界地理、敢會學、財政學、紅濟史、外交史、商法、刑法、行政法
叉は民法、民事訴訟法、刑事訴訟法、國際公法、國際私法、人物識見の考査は
　口蓮に依り行ふQ
註二　探用考試に於ては人物及識見に關する考査並に身髄桧査を行ふ。
註三　適格考試は探用考試に及絡したる高等官試補にして在職一年以上三年六月
以内の者が受くることを得る・適格考試に於ては既往の勤務成績を審査し、執
務能力及語學の考査を筆記又は口述に依り、人物及識見の考査を口述に依り行
ふ。我が所謂第二同試験に該當するものであるQ
駐四　登格考試は司法科甲種委任官適格考試叉は登格考試に及格したる委任官
　（我が鋼任官に該當する）にして考試及格後三年以上其の職に在り且満四＋歳未
満の者が之を受け得る。之亦既往の成績を審査し且識見、基礎的學術、執務能
力に付て考査するのである。
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　新に審判官又は槍察官に任用せられたる者は一時之を候補審
到官叉は候補槍察官として匠又は地，方法院に勤務を命ずること
が出來る。所謂豫備到事叉は豫備槍事に該當するわけである。
　叉最高法院審到官たるには十年以上、高等法院審判官たるに
は五年以上夫々審到官喪うし者たることを要する。
　審到官及槍察官は特任（親任）、簡任（勅任）、薦任（奏任）と
す。文官令第四章に依め俸給、職務津貼（手當）、冬季津貼及勤
務地津貼等の給與を受く。最高法院長、次長、最高槍察臨長、
次長は満六十三歳、其の他の審判官及槍察官は満六十歳を以て
停年に達する。
　組織法は法官は濁立して其の職務を行ひ（醤揉）、刑事叉は懲戒
の裁鋼に依るの外其の職を冤ぜらる鼠ことなく、又其の意に反
して停職、韓官・轄所及減俸せらる㌧ことなき（釜羨）旨の保障
を典へてゐる。司法権猫立の保障は何れの國家に在りても、絶
甥不可敏の要請でなければならぬ。法院組織法が、審判官及槍
察官は前五條の揚合を除くの外懲戒の庭分に依るに非ざれば、
其の意に反して冤官、轄官、轄職。休職叉，は減俸せらる㌧こと
なき旨規定し（笙譲）、司法行政監督の権は如何なる方法を以て
するも審剣に渉及し並に審到官の裁断を左右することを得ず
借雇二）との明文を掲げてゐるのば、當然の事柄とは謂へ我が意
を得たものといへる。
　懲戒制度の外、職務を壌弛し叉は侵越する者あるときは、倣
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告を加へて勤愼せしめ、行止不瞼なる者あるときは、倣告を加
へて之を俊改せしめる僅褒一）。司法官に封しても文官令第七章
の規定に基き懲戒が行はれること言ふ迄もない。懲戒は、免
官、停職、謹愼、申誠の四種である。
　二槍察官
　槍’察官に就ては、其の任用及地位に關し職務上若干の相違あ
るも、略審判官に就き前述したる所と同様であるから、舷には
再説することを避けよう。
　三　其の他の司法官又は司法補助者
　審到官及瞼察官以外の司法官としては、文官令の用例に從
ひ、執行官、書記官、刑務官等が基げられる。此の外にも所謂
司法附厨吏として、経諜官、迭達吏、庭吏等がある。
　（一）書記官
　書記官は我が裁到所書記に該當し、之と略同様の職務礎限を
有する者であう、薦任又は委任とす、委任官たる書記官は、委
任官考試に依ウ之を任用する。之に採用考試、適格考試、登格
考試がある。委任官考試の目的は、委任官として必要なる人
格、識見及能力を備ふる者を錘衡するに在る。探用考試に於て
人物、識見及基礎的學術に關する考査並に身膿槍査を行ひ、之
に合格し委任官試補に任用せらる＼のであるが、委任官試補と
して在職一年以上の者に非ざれば適格考試を受くることが出來
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ない。適格考試に於ては、既往の勤務成績を審査し、識見、執
務能力及語學に付て考査するのであるが。必要あるときは、書
記官、執行官、刑務官に分別して之を行ふことが出來るやうに
なつてゐる。語學が適格考試の中に常に加へられてゐることは
注目に植する。適格考試に及格したる者が委任司法官として任
用されるわけである（甕臭禽第）。
康徳六年（昭和十四年）十二月現在の調査に依れば、随系書記
官は四七六名、満系書記官は一、五二六名となつてゐる。
　（二）執行官
　執行官は我が執淫吏に該當するものであるが、純然たる官吏
たる黙に重要な相異がある。其の所厨匠法院を管轄する地方法
院の管轄旺域内に於て其の職務を行ふ。執行官も亦薦任叉は委
任とし、委任官プ～る執行官の任用に就ては。書記官の任用に關
し前述した所と同一である。執行官の職務の執行に關する事項
は司法部大臣に於て之を定める。康徳六年十二月現在に於ける
執行官の定員は、日系四五名、満系三五名となつてゐる。
　（三）刑務官
　委任刑務官は、委任官適格考試に及格したる者等有資格者に
非ざる者にても、戒護其の勉に關し経験を有する者よう錘衡任
用し得る。叉文官に非ざるも、八年以L官署に勤務し成績優秀
にして當該官署の長の推薦あうたるときに於ても亦錘衡に依ウ
之を任用し得ることになつてゐる（芙強雛）。刑務官としては、
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典獄、典獄佐、保健技佐、作業技佐、看守長、敏務官、保健技
士、作業技士、計理官、主任看守、看守、委任官試補等があ
弧旗徳六年十二月現在の調査に依れば、日系六九一名、満系
三五一七名となつてゐる。満系刑務官殊に看守等に不正事件
（謎→が多いのは、その待遇の不十分なるに起因するもの』如
く、看守の不正及逃走等を防止する爲めに、緊急適切なる庭置
を講ずることが望ましい。
註一・高田並氏、満洲國親察談、法曹會難誌第＋五巻第九號八五頁以下参照。
　（四）絡課官
　満洲國法院に於ては最も不可敏の職員である。絡課官たる薦
任又は委任の書記官に付ても、前掲の如き有資格者に非ざる者
と錐、その技能、経験を有する者より、高等文官考試委員會又
は委任文官考試委員會の錘衡に依り之を任用することが出來る
ことになつてゐる。
　康徳六年十二月現在の調査に依れば、日系繕鐸官は一七二
名、満系繕謬官は八四名である。
　（五）途達吏
　邊蓬吏は我が執達吏の行ふ職務の一部を捲當する者であ弧
委任官とす。執行官と同じく匿法院に所属し、旺法院を管轄す
る地方法院の管轄匿域内に於て其の職務を行．気。迭達吏の職務
執行に關する事項も亦司法部大臣に於て之を定むる。前掲調査
に依れば満系途達吏のみにして其の藪は六二四名となつてゐ
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る。
　（六）　庭吏
　庭吏は我が廷丁に該當し、法院及槍察騰に置かれる、凡て委
任官である。審到官、槍察官、書記官の命に從ひ、訴訟關係人
を導引し、其の他司法部大臣の定むる事務に從事する。迭達吏
支障ある揚合は、庭吏をして書類の迭達を爲さしむることが出
來る。前掲調査に依る庭吏の歎は、之亦満系のみにして六〇四
名となつてゐる。
　（七）　公謹事務を澹當する官吏
　満洲國には我が公詮人に該當する制度の設けなく、公詮事務
は公謹法（箋管錫琴嘉≡塁晃義）に依弧匪法院が之を管轄する。從
て審到官が之に當るのであるが、執行官又は書記官が公謹事務
を庭理することも出來る（黙第）。從て從前の規定に依め公謹人
の作成したる公正謹書の原本、附属書類及帳簿等は康徳四年十
二月一日以後、渥滞なく管轄癌法院に引渡すことを要すと規定
されぬ。我が國に於ても、特定の揚合裁到所が公謹事務を扱ふ
ことになつてはゐるが、到底満洲國の制度に比して勝れるもの
ではない、我が公謹人制度の改革は將來に残された一の問題で
あらう。
　（八）律師及司法代書人
　律師とは辮護士に該當する者である。司法補助者として、司
法椹の公正なる運用を輔翼し、其の威信を殿傷せざることに努
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むる義務ある者である（魏葎）、叉律師は故意に訴訟の進行を延
滞せしめ並に眞實を在蔽して理由なき主張を支持することを得
綴（膿）。律師たるには、満洲帝國内に住所を有する満二十年
以上の者にして、律師考試等に及格したる者でなければならな
い。律師法の制定に依り、その肚會的評債も次第に高まり素質
の向上も期せらる＼に至つプ～。
　次に満洲國に於ては、從來所謂繕状制度なるもの存在し、一
般行政代書人が書類を作成して居た爲、其の大多歎は司法關係
法規に通ぜず、書類の内容も極めて不完備であう、之を受理せ
る法院等に於て事務庭理上　からざる支障を來してゐたやうで
ある。又一方私設代書人等も践雇してゐたので、康徳四年十二
月一日司法代書人法を制定實施し、地方法院長の認可制度を確
立し、前掲の如き弊害を除去したわけである。
　四　司法官の養成
　建國以來司法部の革新充實に鋭意努力を傾倒して來ブ～満洲國
に於ては、司法官の養成に就ても殊更の努力を梯つてゐること
が窺知される。制度運用の要諦は結局其の人を得るや否に懸る
ものであ弧満洲國司法部に於て先づ人材の集中を圖つたこと
は此の観黙からして當然であらう。之が爲人事の中央集椹を噺
行し、日系職員を大量に探用し、その現地配置に依り實務の指
導訓練を圖ると共に、満系及日系司法官の日本留學制度の創
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設、新京法政大學の開設、諸種の會同等が行はれヵことは吾々
の熟知するところである。
　（一）　日系司法職員の探用
　満系司法官の素質向上を圖う且有爲の司法官ブ～らしむる最も
當を得たる方法として、此の日系司法官の採用並に其の現地配
置に依る實務指導の方法が選ぱれブ〔之とは勿論である。現在に
於ても日満司法部の交流人事を行ふこと等に依め、此の方法に
依る指導訓練は行はれて居凱爾將來と錐繊績して實行される
ことを要するであらう。日系司法官の心意氣と決心如何に依
銚此の方法の成果は決するであらう。康徳四年末調査に依れ
ば、法院槍察鷹職員定員中、日系九八二名に封し満系四、○〇
二名である。
　（二）　日本留學制度
　日本留學に依る養成の方法に就ては、満系日系共に行はれ、
審判官、槍察官、刑務官に匠別して行はれてゐる。留學の場所
は東京であるが。大審院よす匿裁判所に至る各級裁到所及槍事
局並に刑務協會等に於て實務の見學修習を行つてゐる。其の期
問も一年問若は六ケ月問と相當長期に亙つてゐるやうである。
此の方法も亦致果的ではあるが留學生の畳悟と束京に於ける指
導の方法宜しきを得なければ、所期の目的は達成せられないで
あらう。
　（三）　司法部法學校
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　將來司法部の職に携はる者に封し、高潔なる人格と深奥なる
學識とを具備せしむる要あること勿論であり、司法部に於て
も、夙に此の黒占に着眼して、康徳元年十月司法部法學校を開設
し、司法官の養成訓練に力を傾注して來たのであるが、康徳六
年六月同校は新京法政大學に改制せられ、之が爲め司法部では
別に中央司法職員訓練所及地方司法職員訓練所等を設け職員の
養成訓練に當ること＼なつた。
　新京法政大學は修業年限三年、職員三〇名、學生藪約二七三
名位となつてゐる。此の外國立大學吟爾濱學院は修業年限四
年、職員二二九名、學生数六四〇名となつてゐる。（前掲「年刊満
洲」、二四七頁滲照）
　／四）　中央司法職員訓練所
　中央司法職員訓練所は我が司法研究所の如く第一部と簗二部
とを置き、夫々甲班、乙班に分れてゐる。
　第一部甲班
　審到官叉は槍察官たるべき高等官試補を入所せしめる。訓練
期問は四ケ月又は六ケ月。學科目としては、精神訓練、民法、
商法、刑法、民事訴訟法、刑事訴訟法、特別法、民事演習、刑
事演習、槍察演習、科外講話である。
　第一部乙班
　現職審到官及瞼察官を入所せしめる。訓練期問同前。學科目
は、精紳訓練、法理學、比較法制、國際私法、特別法、民事演
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　習、刑事演習、槍察演習、語學、科外講話。
　第二部甲班
　委任官甲種探用考試に及格しブ～る者にして司法部厨官、書記
　官、執行官たるべき委任官試補を入所せしめる。訓練期問同
　前、學科目は、精神訓練、基本法、民商法、刑法、民事訴訟
　法、刑事訴訟法、特別法、東洋史、實務演習、語學、科外講
　話。
　第二部乙班
　現職司法部属官、書記官、執行官中の一部の者を久所せしめ
　る。訓練期間同前。學科目は、第二部甲班と全く同じである。
　康徳六年十二月現在の司法職員訓練所職員の定員は、教官六
名、助致四名、属官三名、委任官試補四名合計十七名となつて
ゐる。
　（五）　地方司法職員訓練所
　之亦甲班と1乙班とに分れ、乙班には現職の委任官、甲班にぽ
委任官試補を入所せしめる。訓練期間は前同。學科目としては、
精紳訓練．法學通論、民商法大意、刑法大意、民訴法大意、刑
訴法大意、特別法、會計法及統計學、経濟學大意、東洋史、實
務演習、語學、科外講話等である。
　（六）　中央及地方刑務官訓練所
　夫々甲班と乙班とに分れる。訓練期間同前。學科目として
は、精神訓練、法學通論、刑法大意、刑訴法大意、刑事政策、
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束洋史、監獄法規、保健衛生學、行刑實務、會計及統計學、工
揚管理、語學、武道、科外講話等である。
　以上の外諸々の新法の公布に際して行はれる講習會の開催定
期會同等に依う絶えず司法部職員の訓練が行はれてゐるやうで
ある。
　第四　訴訟手績に於ける特長
　満洲國の諸法制を通じ我が國の制度と著しく異れる制度を墨
げ、之が比較研究を試みることは頗る必要にして有盆のことで
はあるが、その詳細は到底弦に企圖し得るところではない故
1へ同國の司法制度に密接の關聯を有し且我が訴訟法等と著し
く異る二、三の黙を顧み、若干の槍討を加へてみよう。
　一　民事手績に於ける特長
　先づ匪法院の事物管轄が前述の如く二千圓を基準としてゐる
瓢が注目される。今日の経濟事情の下に於ては我が國の如く千
圓を基準とすることは妥當ではあるまい。
　而して旺法院の管轄に属する財産権上の請求に付ては、性質
上調停に適せざる事件及反訴を除き凡て訴の提起前調停を経な
ければなら澱、所謂調停前置主義を探用してゐるのであつて
（零隻葎）、其の成績も極めて好いとのことである。調停は裁到上
の和解と同一の敷力を有し（蕪）、當事者が第三條の規定する請
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求に付調停を経ずして訴を提起したるときは、受訴法院は職椹
を以エ事件を調停に付することを要する（築養）。當事者は合意に
因う甲立を爲すべき匠法院を定め得るし、法院に於て相當と認
むるときは、法院外に於て調停を爲す（所謂現地調停、ことが
出來る、之は所謂巡同調停制度の一種であ弧國土の贋大なる
に反し法院歎の之に件はざる満洲國に於ては、事實上救濟を求
め得ざる者もあウ得る爲めに此の制度が設けられたのである。
之に依郵司法の分野を通じて民意の暢達を圖今得るは勿論、進
んで斯かる機會に司法精榊を一般民衆に認識せしめ遵法、思想の
啓蒙にも役立つ一石二鳥の利黙があるわけである。而して調停
申立の手歎料も從來は一律に二圓とされてゐブ～のを、償額に鷹
じ二十銭以上三圓と改めて合理化してゐる。樹叉當事者又は利
害關係入の調停手績薩於て爲したる行爲は民事訴訟に於て之を
援用することを禁止し（徽）、何庭までも自治的紛雫解決方法と
しての目的を途げしめてゐる。
　次に民事訴訟法が理由なき除斥叉は忌避の申立を爲したる揚
合の制裁規定を設けてゐる黙駐→は、何故か此黒占に付ての明
文を敏く刑事訴訟法に比して洵1、こ勝れたる立法と稻すべきであ
るo
　叉地方法院に於ても、法院の許可あるときは律師に非ざる者
灘之を訴訟代理人に選任す紋と力二出來る（軸、又訴訟の渥
濡を避くる爲必要あうと認むるときは、職権を以て公示迭蓬を
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爲すことも出來る（箋褒四）・而して第一審の輩濁制を採用したる
結果準備手績は控訴審に於てのみ行はれる（筆羨七）。
上訴の制限に付ても、財産権に墓く訴訟の到決に鍔しては、控
訴に因りて受くべき利盆の憤額が五十圓を超過せず叉上告に因
うて受くべき利盆の慣額が二百圓を超過せざる如き少額事件に
付ては、何禍控訴及上髄許胸紋と＼してゐる（臨垂揉う。
濫訴の弊を防止し訴訟の促進を圖ウ、當事者の時聞と費用の室
費を輕減せしめんとするに出でプ～る制度であらう。
　張制執行に關し執行妨害を防邊するための罰則が設けられて
ゐることが注意を惹く。即ち（イ）虚傭の権利を主張し共の他偽
計を用ひ張制執行又は假．差押假塵分に依る椹利の實行叉はその
保全を妨げたる者は三年以下の徒刑若くは二千圓以下の罰金に
塵し、談合其の他不正の方法に依う不當に廉債に競落せしめた
る者は前同様の刑に庭し、強制執行又ば假．差押假庭分を妨害す
る目的を以て執行官の臨槍を阻障し叉は之に封し虚偽の陳述を
爲し喪る者は三百圓以下の罰金に塵せらる㌧等の規定が夫れで
ある（鍵霧蕪）。
盤一　拙稿、「理由なき、曽避と司法の威信」（「國家試験」第十二巻第七號。第六一
　頁以下参照。〉
二　刑事手績に於ける侍長
満洲國の刑事訴訟手績に關しては、我が國に於ける夫れと比
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照し非常に大きな差異が認められる，，其の中特に重要なる諸黙
のみを掲げること＼しよう。
　先づ最初に掲ぐべきは豫審制度を厳止してゐる黙であらう。
豫審制度の存康は我が國に於ては相當の論争を惹起すべき刑事
訴訟上最重要の課題であるが鍵→、満洲國に於ては断乎として
之を屡止し、訴訟の促進と刑事司法に纒綿する陰影の排除を圖
つプ～ものであるとされてゐるQ
　次は捜査権の張化である。刑事訴訟法は槍察官に勤して廣汎
なる強制灌を附與してゐるのであ鉱槍察官は被疑者の召喚、
勾引及び訊問勾留の梅（箋雇一雰公訴提起前に於ける押牧、捜索
（塞五）、灘（笙環六）鐙人訊問（築展八）、鑑定（笙震○）等の権騰
有してゐる。司法警察官にも或る程度の張制権を與へてゐる。
從て此等の機關の作成したる書類にして被告人其の他の者の供
述を録取しぬるものも亦形式的謹族力を有する（築羨七）。我が國
に於ても國防國家膿制の整備に伴ひ、次第に捜査縫強化立法
が塘加しつ＼ある傾向が認められるのであるが、満洲國に在う
ては謂は璽之に先鞭をつけた形である。捜査椹の張化は却て所
謂人権躁瑚を防止し得ること㌧もな蚤得るのであ弧要は運用
する入の如何に在ることであつてみれば、制度そのものに封し
て賛否の論争を繰返してゐても果てしがないのである。
　次に墨ぐべ：き制度としては、略式判決制度の設置である。罰
金、拘留叉は科料に庭すべき事件に付ては、法院は公判審理の
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手績に依らずして科刑の到決を爲すことが出來、之に封しては
通常の上訴が許されるのみであつて、我が國に於けるが如き正
式裁到の申立を許さ澱のである（響霧空箋盈）。
　次に被告人に封して所謂眞實を供述する義務を認めてゐる黙
を注覗しなければならない。刑訴法第一二六條は「被告人ノ・訊
問二封シ故ナク供述ヲ拒ミ叉！・事實ヲ曲庇シテ供述ヲ爲スコト
ヲ得ス」と規定しその一面に於て被告人の供述が讃嫉と爲るこ
とを明定してゐる（篠八）。眞實義務を認むることは公盆に合致
すると共に、被告人の供述に封する信頼性をも増大せしむる利
盆があるであらう。
　次は辮護人の統制である。辮護人の数は被告人一人に付三人
を超ゆることを得ず（笙羨）。此の程度の統制は決して無理のない
制限であるといへやう。禽官選辮護人に封し日當及費用を支給
し得る（翻輌としてゐるの柵こ當を徴立法である．
　上訴審の不利盆灘更禁止を解除したことも亦特筆すべき制度
である。一面に於て上訴の濫用を防止し得ると共に、上訴審を
して共の所信に從ひ、國家杜會の公盤上適切なる裁i判を行はし
むることは最も望ましきことであ弧我が刑訴法第四〇三條の
如きは聯か個人主義的なる嫌を冤れない。
　罰金叉は追徴を科すべき事件に付刑の執行を保杢する必要あ
るときば假に被告人の財産を押牧し得る（笙藤五）のも、妥當な制
度であらう。
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註一　小野清一郎教授、「豫審制度の根本的改革に付て」、法學協會雑誌第五！巻第
四號。同教授、「満洲國の刑事訴訟法と其の司法政策的意義」、法學評論上巻四二
〇頁以下。垂水克已判事、「豫審塵すべからず」、法曹會雑誌第一七巻第四號及第
五號。同剣事、r豫審制度成立史謎、同第十四巻第二號。佐々波興佐次郎槍事、「豫
審制度論」、法曹會雑誌第＋六巻第七號。藤本梅一判事、「豫審制度及之に闘蓮す
　る諸問題の検討」、同雑誌第＋六巻第二號及第三號等参照。
　三　日本人に封する裁到の特測（渉外庭）
　治外法権撤腰後に於ける外國人、就中日本人に封する裁到
は、條約上の要求（註一）に慮じて愼重に之を取扱ふが爲次の如
き特則が設けられてゐる。而して康徳四年十一月二十五日勅令
第三二一號「渉外事件の管轄に關する件」を公布し、その第一
條に某き、部令を以て、渉外庭及渉外係審判官を置くべき法院
を指定し（註二〉、同時に訓令を以て最も近接せる地に在る法院に
付て指示したのである。
　此の特則の要黒占は（一）外國人關係の事件は之を渉外事件とし
て塵理する。（二）渉外事件庭理の爲當分の問、司法部大臣の指
定する法院に、渉外庭及渉外係審判官（日系司法官）を配置す
る。（三）渉外庭を設け尤る法院の渉外事件に關する土地管轄に
關しては別に特則を設ける。（四）刑事々件中の槍察事務は、槍
察官の外に優秀なる日系司法警察官を以てする槍察事務庭理者
及練達の日系書記官を以てする槍察官事務庭理者を置き遺漏な
きを期する等の諸黙である。
　註一　昭和十二年＋一月五日の「満洲國に於ける治外法穫の撤慶及南満洲鐵滋附
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驕地行政椹の移譲に關する日本國満洲國間條約」第三條は「日本臣民ハ瀧洲闘
ノ領域内二於テ本條約附驕協定ノ定ムル所二從ヒ同國ノ法令二服スヘシ，前項
ノ規定ノ適用二關シ日本國臣民ハ如何ナル揚合二於テモ満洲國人民二比シ不利
盆ナル待遇ヲ受クルコトナカルヘシ、前二項ノ規定ハ之ヲ法人二適用シ得ル限
　り日本國法人二適用スルモノトス」と規定し、同附驕協定（甲）第二傑は「満洲
國政府ハ日本國臣民ノ身盤及財産二封シ國際法及法ノー般原則二適合スル裁判
上ノ保護ヲ保障スヘキコトヲ約ス」と規定してゐる外、杢穫了解事項に於ても
種々なる取趣めが行はれてゐる（昭和十二年＋一月六日東京朝日所載に嫁る）。
註二　渉外庭の設置せられてゐる法院は、最高法院を始め、六ケ所の各高等法院
全部、二＋九ケ所の各地方法院全部と主要なる地の匠法院六＋ケ所である。
　むすび
　以上満洲國の司法制度を概観して、蝕に結論し得ることは、
同國の司法制度は未だ司法制度として未完成の域を脱してゐな
いことであ弧將來に於ける其の登展を期待しなければなら澱
のであるが、そのためには創業以上の努力と精進とを要するこ
とを畳悟してか㌧らねばなら楓と思ぷ。殊に時代は刻々に移
う、法律の形態内容も奮膿を・一礎する時が來るであらうし、長
年の積弊は一朝一夕にして根治し得るものではない故に、法律
に高度の積極性と指導性とを附與すると共に、折角の良制度を
活用せしむべく満系司法官の充實と素質向上及び高潔崇高なる
人格の錬成に一段と努力を沸ふことが肝要である。又國語の統
一も至難事の一たるものには相違ないが、建國後既に十年を経
てゐる今日、將來に於ける重要なる課題として、司法事務庭理
上も亦その解決を要請せらるべく、更に日満一禮となう東亜法
む す び 飢
制確立の大理想に向て適進しなければならの秋であると、懇ふ。
而してこれがためには我が國の深き理解と協力とに侯っぺきも
の多々あるを痛域する次第である。
一一滲考書及文獄一
満洲司法協會編
司法部編
同
情報庭編
弘報庭編
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瀧川政次郎博士
長島毅外二氏
辻朔郎氏
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衛成志氏
藤井勝三氏
長與善郎氏
終に文献蒐集に就き御誰力下されブ、～る有倉遼吉講師並に満洲
國司法部滲事官千種達夫氏に封して深厚なる感謝の意を捧ぐ
満洲醐六法（腎摯吉魏八）
司法魏（塵驚麟
司灘の繊と業績（窃7）
領事裁判権の撤駿に關する司法都の整備概況
ン台タト法椛i｝敵康言置7に
年刊満洲（羅八）
灘國の統治蹴いて（麟繋籔崇一）
法學評論上・下
満洲國司法搬の現飯び將來（馨騨霧）
満洲醐鰍（準鱗鷲）
灘駅事鵬観（聯：霧）
日瀟司法事務共助法概説、主として刑事關係
蹴て（羅譲）
満日司法事務共助法に就て、日本國に翼する
希望（騰調
「治安庭ノ設置並二之二件フ特別手績二關ス
ル件」改正蹴嫌墓攣鋤
大帝康煕（羅）
鶴 瀧洲國司法制度の素描
るものである。
（昭和十六年十二月香港陥落の報を嘉きつ』）
